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1.「業務改革」から「働き方」へ
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(1)「業務改革」は「働き方」を変える
（ペーパーレス化を例として）
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 職員の書類の整理（伝票や帳票のファイ

リング）や過去の書類の検索（捜索）に
充てられている時間を減らす

⇒書類の印刷コスト、保管スペースや保管コス
トの削減が可能となる

 稟議決裁がグループウェア上で行われれ

ば、組織の意思決定が速くなる

 時間・場所に捉われない働き方（テレ

ワーク）ができる環境を生み出す



●⾏員の机にはSurface
と電話のみ

●⾏員同⼠の顔が⾒えやすくなり
コミュニケーションが活性化

北國銀⾏のワークスタイル

（出所）金融高度化セミナー「業務改革」北國銀行資料
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●オープンスペースでのミーティング

●会議時は各⾃の端末を持参

紙不要
●ムダな移動時間が削減

北國銀⾏のワークスタイル
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（出所）金融高度化セミナー「業務改革」北國銀行資料



●携帯電話回線等を利⽤して
外出先から利⽤可能

●各種契約・申請は
ペーパレスで完結

●⾯談後の記録は
外出中の空き時間に登録

北國銀⾏のワークスタイル
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（出所）金融高度化セミナー「業務改革」北國銀行資料



(2)テレワーク・デイズと金融機関

7（出所）テレワーク・デイズ事務局HP

総務省、厚生労働省、経済産業省、国土交通
省、内閣官房、内閣府では、東京都および
関係団体と連携し、働き方改革の国民運動を
展開しています。

昨年、2020年東京オリンピックの開会式に
あたる7月24日を「テレワーク・デイ」と位置

づけ、テレワークの全国一斉実施を呼びかけ
た結果、約950団体・6.3万人が参加し、国民
運動として大きな一歩を踏み出しました。

本年は、7月23日（月）～7月27日（金）の間に
おいて、各企業・団体の状況に応じて、7月
24日（火）＋その他の日の計2日間以上を「テ
レワーク・デイズ」として実施します。



2.金融機関の「働き方」を取り巻く環境認識
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(1)日本人の働き方の変化（過去から現在）
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（万世帯）

（資料出所）厚生労働省「厚生労働白書」、内閣府「男女共同参画白書」、総務省「労働力調査特別調査」（2001年以前）及び総務省「労働力調査
（詳細集計）」（2002年以降）

注1）「専業主婦世帯」とは、夫が非農林業雇用者で、妻が非就業者（非労働力人口及び完全失業者）の世帯。
注2）「共働き世帯」とは、夫婦ともに非農林業雇用者の世帯。
注3）2011年は岩手県、宮城県及び福島県を除く全国の結果。

 共働き世帯の増加に伴い、専業主婦の存在を

前提とした「残業や転勤が当り前の働き方」は、
時代に適合しなくなってきている

（出所）独立行政法人 労働政策研究・研修機構HP



(2)労働市場における競争激化（現在）

 労働市場では、人手不足の環境のもと、人材の

流動性が高まっている。優秀な人材を確保・繋留
するための対応が必要になっている

10（出所）総務省、厚生労働省

（季節調整済、％） （季節調整済、倍）



(3)生産年齢人口の減少（現在から未来）

 日本の生産年齢人口は減少が予想されている。
少ない人数で多くの成果をあげるために、生産性
の向上が求められている

（出所）国立社会保障・人口問題研究所HP「日本の将来推計人口（平成29年）出生中位（死亡中位）推計」

日本の将来推計人口(千人)
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(4)デジタル化の進展（現在から未来）

 定型業務がRPAやAI技術に代替されることに
より、人間は、より付加価値の高い業務に移行
する

人工知能やロボット等による代替可能性が高い労働人口の割合

（出所）株式会社野村総合研究所「日本の労働人口の49％が人工知能やロボット等で代替可能に ～ 601種
の職業ごとに、コンピューター技術による代替確率を試算～」（2015年12月2日）
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(5)金融機関の収益力の低下（過去から現在）

 金融機関の基礎的収益力は、趨勢的な低下

が続いている。金融機関には、より顧客視点を
もった働き方が求められているほか、顧客のため
のイノベーションや創意工夫を生み出しやすい
環境構築が求められている

（出所）日本銀行金融機構局「金融システムレポート別冊シリーズ 2017年度の銀行・信用金庫決算」（2018年7月）

コア業務純益の推移



（出所）データ提供：Vorkers、加工：日本銀行金融機構局金融高度化センター（2018年7月2日現在のスコア）

(6)金融機関の働き方の評価・評判（現在）

 金融機関の働き方に対する、職員・元職員から

の評価・評判は決して高いものではない
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（参考）UGC（user generated content)の台頭

 従来は企業側が一方的に情報を発信でき

た（情報をコントロールできた）

 近年では、ユーザーによって蓄積される

情報がコンテンツ化。多くの消費者が、企業
が発信する情報よりも、消費者のクチコミを
重視するようになってきた

⇒ もポピュラーな例は「食べログ」

 採用・転職市場でも、職員・元職員のクチ

コミ情報が参照されるようになっている
（出所）Vorkers資料を参考に、日本銀行金融機構局金融高度化センターで作成 15



3.金融機関の「働き方」についての課題提示

(「働き方」をデザインするために）
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◆課題の提示①：生産性向上を意識した働き方

 従来のように、人手が潤沢にあること
を前提とした業務の進め方を見直す必要
があるのではないか

⇒ RPAやAI技術等を活用した業務改革
の実施や既存業務の棚卸し・廃止に
より、定型業務を圧縮する

⇒ そこで創出された時間を、付加価値
の高いコア業務や、付加価値を生み出
すための新しい業務、人材の教育・
研修に配分しなおす
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（参考）労働時間の再配分による生産性拡大

取組み前

機会創出

本質的なメリット

④新しい
付加価値へ
（教育）

コア
業務

定型
業務

ここで終わりに
しない

②圧縮

コア
業務

定型
業務

投下
リソース

時間⽣産性
の向上

③拡⼤
①棚卸

(出所）ITを活用した金融の高度化に関するワークショップ（第3期）（第5回「ワークスタイル変革」）株式会社クロスリバー 越川慎司代表
取締役社長CEO・アグリゲーターのプレゼンテーション資料を、日本銀行金融機構局金融高度化センターで加工
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◆課題の提示②：「働きやすさ」の提供

 転勤・長時間労働があたり前の雇用慣行
を修正して（また長時間労働をしている
人材を高く評価するような人事評価制度を
見直して）、共働き世帯の存在を前提と
した働き方や人事評価制度に移行する必要
があるのではないか

 時間制約のある人材（育児負担の重い
女性職員や介護負担の重い中堅職員）が
参画しやすい環境を整備する必要があるの
ではないか

⇒ 長時間労働を前提としない環境作りや、
テレワークできる環境の構築 19
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⼈事⾯の働き⽅改⾰ 〜柔軟な働き⽅の推進〜

全⾏20時
最終退⾏実施
（2017年1⽉）

在宅・ﾓﾊﾞｲﾙ勤務
制度導⼊

（2017年4⽉）

フレックスタイム
制度利⽤推進
（2016年8⽉）

 原則20時までに退⾏。「残業を禁⽌」するものではなく、必要な残業は、
上司と 部下が⼗分にコミュニケーションをとった上で⾏い、
「やるときはやる、 早く帰る時は帰る」メリハリのある働き⽅を推進。

 19時以降の残業は「直属上司の命令・承認」、20時以降は「担当役員の
命令・承認」を必要とする。

 20時以降の平均在館率は、約7％（約80名）。

 20時最終退⾏をきっかけに、「フレックスタイム制度」の利⽤を促進。
 ⾮管理職のうち370名（約3割）が利⽤。
 全管理職（約650名）が本制度の枠組みを利⽤。
 原則、前⽇までに上司の承認を得る。

 上司が認めれば、誰でも利⽤可能。
（部署、業務内容、利⽤⽬的を限定せず）

 ⾃宅だけでなく、外出先、出張先、移動中でも利⽤可
能。

 銀⾏へは、週1⽇出社すれは良い。
 セキュリティ確保のため、銀⾏貸与のモバイルPCもしくは、

トークン（ワンタイムパスワード⽣成機）による
⾃宅PCを利⽤。

 前⽇までの上司の了解を得て、当⽇は業務開始、終了
をメールもしくは電話にて連絡。

 深夜・休⽇勤務は、原則禁⽌。

(出所）ITを活用した金融の高度化に関する
ワークショップ（第3期）（第5回「ワークスタイル
変革」）あおぞら銀行資料

“あおぞら”らしい働き⽅改⾰について
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在宅・モバイル勤務制度〜利⽤者の例〜

•6歳と2歳の男の⼦の育児のために利⽤。
•⼦供が体調をこわした時に在宅勤務。
•電⼦⽂書管理ｼｽﾃﾑを利⽤した⽂書作成、回覧、決裁。

本店
ﾘﾃｰﾙ営業推進部
30代・⼥性

•1歳の⻑⼥と、0歳の⻑男を夫婦で育児するために利⽤。
•毎週、⽕・⽔・⾦の午後を在宅勤務。
•法務関連問合せ対応、契約⽂書の確認。

本店
事業ﾌｧｲﾅﾝｽ部
30代・男性

•⻘森県在住の⺟親の介護のために利⽤。
•制度の柔軟利⽤を認め、⽉5⽇を東京本店、残りを⻘森
で在宅勤務。
•⽀店の設備障害対応、業務管理CADﾃﾞｰﾀ⼊⼒
電話、メ－ルでの指⽰によるリモ－ト業務。

本店
管理部

50代・男性

ﾄｰｸﾝ（ﾜﾝﾀｲﾑﾊﾟｽﾜｰﾄﾞ⽣成機）

(出所）ITを活用した金融の高度化に関するワークショップ（第3期）（第5回「ワークスタイル変革」） あおぞら銀行資料
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 企業が付加価値を得るためには、職員の
「働きがい」を阻害している人事慣行や人事
制度を見直す必要があるのではないか

 過度な年次管理制度は、能力の高い若手や

やる気のあるベテランの、働きがい・能力
発揮を阻害しているのではないか

 過度な減点評価主義は、新しい仕事へトラ

イする気持ちを阻害しているのではないか

 総合職/一般職といった職種の区分は、職

員全員での参画意識を阻害しているのではな
いか

◆課題の提示③：「働きがい」の提供
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（出所）Great Place to Work® Institute Japan HP

（参考①）「働きやすさ」と「働きがい」の関係
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（参考②）「従業員から見た働きがいのある会社」の定義

（出所）Great Place to Work® Institute Japan HP 24



（参考③）従業員エンゲージメントと企業業績の関係

（出所）2017年11月14日株式会社リンクアンドモチベーション「エンンゲージメントと企業業績に関する研究結果を公開」

■調査名 ：「エンゲージメントと企業業績」について
■調査対象 ：全194社
■研究期間 ：2017年7月～10月
■調査方法 ：2013年～2017年にエンプロイーエンゲージメントサーベイを実施した企業のうち、売上・利益データを取得で
きた企業194社から算出

※今回の分析では、取得できた企業データのうち、サンプル数が多く取得できるよう「純利益額」を用いました。
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（参考④）エンゲージメントの意味

 エンゲージメントとは、もともと「婚
約」の意味。人事分野で使用される際に
は、企業と従業員の相互理解、相思相愛
の度合いを意味する。

 具体的には、「個人の成長や働きがい
を高めることで、組織の価値を高める」、
そして「組織の成長が、さらに個人の
成長や働きがいを高める」という好循環
が生み出されることを意味する

（出所）『日本の人事部』HPを参考に、日本銀行金融機構局金融高度化センターで作成
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◆課題の提示④：顧客視点をもった働き方

 金融機関も、顧客との接点を増やし、顧客の
ニーズを汲み取り、そのニーズをデザインする
ことが求められているのではないか

 内部管理や組織内の調整の負担が大きい働

き方は、顧客との接点を減少させているので
はないか

 経済環境にそぐわない数値目標は、「プロ

ダクト・アウト」的な行動を強め、中長期的
な顧客本位の姿勢や「カスタマー・イン」的
な発想を失わせているのではないか

 ゼネラリスト志向の強いローテーションは、

専門性を軽視させ、イノベーションを生み出
し難い土壌を作っているのではないか 27



4.本日のパネル・ディスカッションで

特に議論したいポイント
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◆本日のパネル・ディスカッションで
特に議論したいポイント

1.「働きがい」と「顧客視点」をめぐる論点

 職種の統合（総合職/一般職の区分の廃止）

 中高年齢層や契約社員の働きがい

 リアルタイムフィードバック、1on1※の試み
※ 1on1（ワンオンワン）とは、短い間隔で上司と部下との間で行う対話のこと

 ノルマとプロセス評価(顧客本位の働き方）

 町内会・祭礼行事

 副業

2.組織変革にあたっての必要な要素

 リーダーシップの役割、組織文化への定着、

抵抗勢力への説得、全体 適と部分 適

 変革の効果を実感するための指標 29
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本資料に関する照会先

日本銀行金融機構局金融高度化センター

電話 ０３－３２７７－１４７６

email caft@boj.or.jp

 本資料の内容について、商用目的での転載・複製を行う
場合は予め日本銀行金融機構局金融高度化センターまで
ご相談ください。転載・複製を行う場合は、出所を明記して
ください。

 本資料に掲載されている情報の正確性については万全を
期しておりますが、日本銀行は、利用者が本資料の情報を
用いて行う一切の行為について、何ら責任を負うものでは
ありません。


